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「中央卸売市場北部市場における電力の費用に係る債権不存在確認及び不当利得返還等反

訴請求控訴事件」に係る上告の棄却及び上告受理申立てを受理しない旨の決定について 
 

中央卸売市場北部市場における電力の費用に係る債権不存在確認及び不当利得返還等反

訴請求控訴事件（東京高等裁判所令和５年（ネ）第３８８４号債権不存在確認、不当利得返

還等反訴請求控訴事件）については、令和６年３月５日に上告状兼上告受理申立書を提出し、

最高裁判所において審理されておりましたが、令和７年２月１９日に上告の棄却及び上告

受理申立てを受理しない旨の決定がなされ、同月２０日に市に送達されました。 
今回の棄却決定により本件裁判は終結し、東京高等裁判所における第２審判決が確定し

ましたので、御報告します。 
〇 決定内容 

 事件番号： 

上告提起：令和６年（オ）第９６２号 

上告受理申立：令和６年（受）第１２４３号 

 決定日：令和７年２月１９日 

 裁判所：最高裁判所第三小法廷 

 原判決：東京高等裁判所令和５年（ネ）第３８８４号債権不存在確認、不当利得返還等

反訴請求控訴事件及び同第５９９２号同附帯控訴事件（令和６年２月２１日

判決） 

 主 文：１ 本件上告を棄却する。 

２ 本件を上告審として受理しない。 

３ 上告費用及び申立費用は上告人兼申立人の負担とする。 

※ 概要及び経過は別紙資料参照 
 
 
  

○担当・問合せ先        
川崎市経済労働局中央卸売市場北部市場管理課 山根 

電 話（０４４）９７５－２２１１ 

 



別紙資料 
１ 事件の概要 

本市が、被上告人（東一川崎中央青果株式会社：川崎市宮前区）に対し、平成２５年５

月から令和３年３月までの間に青果棟低温卸売場において使用した電力の費用を請求し

ていなかったことが判明したため、同年１０月１８日付けで、当該費用を請求したところ、

被上告人は、本市に対し、改正前民法１７３条１号を適用して、消滅時効の期間は２年と

主張し、令和元年９月から令和３年３月までの間に青果棟低温卸売場において使用した

電力の費用を納付し、令和４年４月１４日、平成２５年５月から令和元年８月までの間に

青果棟低温卸売場において使用した電力の費用（以下「本件費用」という。）に係る債務

は存在しないことの確認を求める訴えを提起した事件の上告審。 
本市は、被上告人に対し、令和４年１１月４日、本件費用（未納額１６，２２７，１６

２円。消滅時効の期間は１０年と主張）の支払を求める反訴を提起し、第１審では、令和

５年６月２７日、本市の主張が認められる判決が言い渡されたが、第２審において、令和

６年２月２１日、被上告人の主張が一部認められる判決（消滅時効の期間は５年）が言い

渡された。 
本市は、第２審判決を不服として、令和６年３月５日、最高裁判所に上告の提起及び上

告受理の申立てをした。 
なお、被上告人は、第２審判決に従い支払いを命じられた金員を供託している。 

 
２ 当事者 
  被上告人（控訴人・被附帯控訴人・第１審本訴原告・第１審反訴被告） 

東一川崎中央青果株式会社 
  上告人（被控訴人・附帯控訴人・第１審本訴被告・第１審反訴原告） 

川 崎 市 
 
３ 上告及び上告受理申立ての趣旨 

１ 本件上告を受理する。 
２ 原判決中、第一審の判決を取り消して上告人の請求をいずれも棄却した部分及び上

告人の附帯控訴を棄却した部分を破棄し、さらに相当の裁判を求める。 
 
４ 原判決（第２審判決）の主文 

１ 本件控訴に基づき、原判決（第１審判決）中、被控訴人（川崎市）の不当利得返還反

訴請求に係る部分を取り消す。 
２ 被控訴人の不当利得返還反訴請求及び事務管理による費用償還反訴請求をいずれも

棄却する。 
３ 本件附帯控訴に基づき、控訴人（東一川崎中央青果株式会社）は、被控訴人に対し、

６５８万７８６７円及びうち６５８万１０７５円に対する令和３年１２月３１日から

支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 
４ 被控訴人のその余の附帯控訴を棄却する。 
５ 訴訟費用（控訴費用、附帯控訴費用を含む。）は、第１、２審を通じてこれを５分し、

その２を控訴人の負担とし、その余を被控訴人の負担とする。 



６ この判決の主文第３項は、仮に執行することができる。 
７ なお、原判決主文第１項は、控訴人の訴えの取下げにより、失効している。 

 
５ 主な争点 
  本件債権の消滅時効の期間について、被上告人は「電気料金債権として改正前民法１７

３条１号を適用し、消滅時効の期間は２年」（主位的な主張）又は「商行為によって生じ

た債権として改正前商法５２２条を適用し、消滅時効の期間は５年」（予備的な主張）と

主張していた。 
それに対して、本市は「不当利得返還請求権として改正前民法１６７条１項を適用し、

消滅時効の期間は１０年間」を主張し（主位的請求）、仮に主位的請求が認められないと

しても、「第三者弁済に基づく費用償還請求権として改正前民法１６７条１項を適用し、

消滅時効の期間は１０年間」（予備的請求その１）、「商行為によって生じた債権とするの

であれば改正前商法５２２条を適用し、消滅時効の期間は５年」（予備的請求その２）、又

は「市場施設使用指定によって生じた債権とするのであれば地方自治法第２３６条１項

を適用し、消滅時効の期間は５年」（予備的請求その３）と主張していた。 
 
６ 事件の経過 
【第１審】 

令和４年 ４月１４日 提訴 
同年１１月 ４日 反訴の提起 

 （口頭弁論等７回） 
令和５年 ６月２７日 判決【本市勝訴】 

【第２審】 
令和５年 ９月２２日 控訴状を受領 
 同年１０月１０日 応訴 

同年１２月１９日 附帯控訴の提起 
 （口頭弁論等３回） 
 令和６年 ２月２１日 判決【本市一部敗訴】 
【第３審】 
 令和６年 ３月 ５日 上告の提起及び上告受理の申立て 
 令和７年 ２月１９日 上告の棄却及び上告受理申立てを受理しない決定 

【本市一部敗訴が確定】 
                    


